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１．「政治・法律・行政」とは何か？

リサーチ・ナビの「しらべるヒント」の分野の一つに「政治・法律・行政」
がある（図１）。
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図１　リサーチ・ナビのトップページにおける「政治・法律・行政」
（http://rnavi.ndl.go.jp/rnavi/）
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このリンクをクリックすると「政治・法律・行政」のトップページに移る。
縦長で恐縮だが、以下に全体の画像をお示ししたい（図２）。
そこでは、政治、法律、行政、国際機関の各分野に関する情報、および国
立国会図書館の主に議会官庁資料室で所蔵する国内外の主要な議会資料、法
令資料、官庁資料、国際機関資料の概要や当館の所蔵状況を紹介している。
さらに、上記資料のテキスト等の一次情報がインターネット上で提供されて
いる場合にはそのURLを紹介し、一次資料へのアクセスを可能にしてある。
いわば、Web上でヴァーチャルに議会官庁資料室を提供しようという試みで
ある。
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図２　「政治・法律・行政」のトップページ（番号は以下の項目に対応）
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/）
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当室の前身の一つである旧法令議会資料室は、所管する議会資料、法令資
料とそれらの関連情報を案内するコンテンツ「法令議会資料室」を2001年か
ら当館ホームページ上で提供してきた。同室は、専門室の再編成により200�
年に旧参考図書室の法律・政治部門及び旧官庁・国際機関資料室と統合され
て議会官庁資料室となった。この時に「法令議会資料室」は官庁資料、国際
機関資料等の情報を追加したコンテンツ「日本と世界の議会・法令・官庁資
料（議会官庁資料室）」に衣替えした。これをリサーチ・ナビの誕生とともに
引き継いだのが「政治・法律・行政」である。現在のリサーチ・ナビには専
門室の資料を紹介しているコンテンツが多数あるが、前身を含めると「政
治・法律・行政」は長い歴史を持ったページであると言えよう。

２．資料を案内するコンテンツの紹介

以下、「政治・法律・行政」の特徴的なコンテンツを順番に紹介したい。ま
ずは、主に議会官庁資料室で所管する資料や関連したインターネット情報を
紹介するページである。
なお、本稿で紹介したページの画像のほとんどは、紙幅の都合上途中まで
となっている。「政治・法律・行政」に実際にアクセスしてページ全体をご覧
いただければ幸いである。

２．１　日本の資料のご紹介
最も利用の多い、日本の議会資料、法令資料、判例資料、官庁資料の概要
を紹介している項目であり、��件のページから構成されている。
一例として、「判例資料」（判例集一覧）からアクセスできる「日本─大審
院・最高裁判所判例集」を紹介しよう（図３）。
このページでは、主要な裁判例集の資料名、略称、登載判決年月／刊行年
月、当館請求記号を判例集の種別ごとに一覧できる。
判例集が引用される場合、略称で記されるのが常であるが、NDL-OPACで
は、判例集の略称からは検索できない。このページでは正式名称とともによ
く用いられる略称を掲載している。さらに、明治期に刊行された一部の資料
については、当館の「近代デジタルライブラリー」に収録された資料の画像
にリンクを張ってあるので、Web上で資料の本文の閲覧が可能となっている
（図４）。
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図３　日本─大審院・最高裁判所判例集
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/Japan-hanrei-sup.php）
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２．２　国・地域別の資料のご紹介
議会官庁資料室の特徴として、海外の資料を多数所蔵していることが挙げ
られる。例えば、約�0の国・地域の議会資料及び約1�0の国・地域の法令資
料を所蔵している。この項目は、それらの資料を国・地域別に紹介しており、
20�件のページから構成されている。
例として「アメリカ合衆国─法令」のページを紹介しよう（図５）。
このページでは、制定順法律集（United States Statutes at Large）などの当
館所蔵資料の所蔵状況と、インターネット情報がある場合は、リンクを張っ
ている。
例えば、アメリカの「200�年兵器調達改革法」（Weapon Systems Acquisition 

Reform Act of 200�）について調べている場合、このページで紹介している
GPO （Government Printing Of fice）のホームページを開き、「” Weapon 

図４『大審院民事判決録』［第１冊］巻１（近代デジタルライブラリー画像）
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Systems Acquisition Reform Act of 200�”」で検索すると、同法が第111議会の
公法律第2�号（P.L. 111─2�）であることが分かり、当該ページから法律本文
の画像も参照できる。

２．３　国際機関の資料のご紹介
国立国会図書館は1�の国際機関と寄託契約を結んでいる。それらの機関
から送付される資料を中心に多数の国際機関資料を所蔵しており、そのうち
の主要なものが議会官庁資料室で所管されている。この項目は、それらの資
料を国際機関別に紹介しており、��件のページから構成されている。
例として「UN（国際連合）─検索ツール」のページをご紹介しよう（図６）。
国際連合はインターネット上に目録等の有用な検索ツールを公開している
が、このページはそれらのサイトへのリンクを示した上で、内容を簡単に紹

図５　アメリカ合衆国─法令
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/USA.php）
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図６　ＵＮ（国際連合）─検索ツール
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/UN-tool.php）
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介している。例えば、世界人権宣言（Universal Declaration of Human Rights）
を議論した1���年の国際連合総会の議事録（ドキュメント記号「A/
PV.1�0」）について調べる場合、ODSのサイト（図６　囲み部分）で検索す
ると、本文の画像まで見ることができる。
また、画面の後半では、当館が所蔵する冊子体の索引類も紹介し、来館し
て紙媒体の目録で調査したい利用者のニーズにも応えるようにしている。

３．データベースや調べ方を案内するコンテンツの紹介

続いて、資料の紹介だけではなく、特定のテーマに基づいて作成されてい
るデータベースや、テーマごとの調べ方を案内するページを紹介したい。

３．１　議会官庁資料室関連データベース
この項目では、当館作成データベースのうち、当室に関連が深い７つを取
り上げている。そのうちの主なものを紹介しよう。

３．１．１　国会会議録検索システム
「国会会議録検索システム」は、衆議院、参議院、当館の三者が共同で作成
するデータベースであり、収録範囲は第１回国会（1���年５月）から現在ま
での全ての国会の本会議、委員会、公聴会等の会議録である（図７）。

図７　国会会議録検索システム─検索条件入力画面
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このデータベースでは、日付や国会の回次、発言者の氏名や肩書き、会議
の名称などを指定して、会議録を検索できる。さらに、会議の議事部分につ
いては、検索語を入力して特定の言葉から検索することも可能である。また、
会議録はテキストで閲覧できるのみならず（追録、附録等を除く）、紙媒体で
刊行されたものの画像をTIFF形式で搭載しており、実物と同じものを画面
上で閲覧し、プリントアウトできることも大きな特徴である（図８）。
なお、帝国議会期の会議録についても、類似のデータベースである「帝国
議会会議録検索システム」を当館が作成している。

図８　国会会議録検索システム─第173回国会衆議院会議録第1号の画像
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３．１．２　日本法令索引
法令と法案の索引情報が検索できるデータベースが「日本法令索引」であ
る。これは、国立国会図書館法（昭和2�年法律第５号）第８条に基づいて当
館が作成しているもので、明治1�年２月の公文式から現在までに制定され
た法令の索引情報と、第１回国会（昭和22年）以後の法案の索引情報が検索
できる（図９）。
例えば「船舶検査法」について調べるとしよう。トップページ左上の「現
行法令」のアイコン（図９　囲み部分）をクリックすると現れる検索画面で
法令名に「船舶検査法」と入力して検索すると、「周辺事態に際して実施する
船舶検査活動に関する法律（平成12年12月６日法律第1��号）」がヒットす
る。このように、法令の正式名称ではなく略称からも検索できる。検索結果

図９　「日本法令索引」トップページ
（http://hourei.ndl.go.jp/）
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の画面上の「法令沿革」をクリックすると法令沿革一覧に遷移し、この法律
の改正履歴が分かる（図10）。

次に、画面上の審議経過をクリックすると、この法律の基になった法案の
国会での審議の経過が分かる。例えば、その法案の趣旨説明の時の会議録が
読みたい場合は、該当する号数のリンクをクリックすると、右フレームに掲
載号の会議録の議事内容が冒頭から表示される。このテキストは先ほど紹介
した「国会会議録検索システム」が持つデータである（図11）。
なお、公文式（明治1�年）以前の法令の索引情報が検索できる類似のデー
タベースとして、「日本法令索引〔明治前期編〕」がある。こちらは、出典と
なる法令集（法令全書など）が近代デジタルライブラリーに収載されている
場合は、リンクにより該当する法令の本文画像を参照することができる。
なお、日本法令索引においては、法令の本文そのものを参照することはま

図11　「船舶検査法」の会議録索引情報（左）と会議録のテキスト（右）

図10　日本法令索引─「船舶検査法」の法令沿革一覧
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だできていない。しかし、平成21年度にシステムの改修を進めており、平成
22年度中に、当館作成コンテンツ（近代デジタルライブラリー等）や外部の
Web上（総務省の法令データ提供システム、衆議院の制定法律等）に存在す
る法令本文の情報にリンクする予定である。

３．１．３　近現代日本政治関係人物文献目録
議会官庁資料室の担当分野の一つである政治に関連したデータベースとし
て「近現代日本政治関係人物文献目録」がある（図12）。
このデータベースは、当館所蔵の和図書から、明治期以降、政治の分野で
活躍した日本人に関する文献を選択し、人物名、本のタイトルなどから関連

図12　「近現代日本政治関係人物文献目録」トップページ
（http://rnavi.ndl.go.jp/seiji/）
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文献を探せるようにしたものである。最大の特徴は、書誌情報（本のタイト
ルや著者名など）に加え、人物情報（人物名、生没年、一部の人物の別名・
号）、記事情報（記事の題名、関係するページ数、肖像・年譜・家系図の有無
など）も採録していることである。
例えば、西郷隆盛に関する和図書を探すとしよう。NDL─OPACで検索す
る場合、例えば「タイトル」「著者・編者」「件名」のそれぞれに「西郷隆盛」
と入力して項目間を「or検索」すると、���件の書誌がヒットする。これに
対して、近現代日本政治関係人物文献目録で「採録人物名」（図12　囲み部
分）の検索窓に「西郷隆盛」と入力した場合、1,0��件ヒットする。
これは、近現代日本政治関係人物文献目録の場合は、資料の一部にしか西
郷隆盛のことが記述されていなくても、その部分に３ページ以上の分量があ
れば採録しているためである（図13）。NDL─OPACの書誌の内容細目よりも
細かいレベルで検索でき、より広く資料を探すことが可能である。

図13　近現代日本政治関係人物文献目録─「幕末大全　下巻」の詳細画面
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３．１．４　近代日本軍事関係文献目録
議会官庁資料室の担当分野には軍事も含まれている。これに関連したデー
タベースとして「近代日本軍事関係文献目録」がある（図14）。

図14　「近代日本軍事関係文献目録」トップページ
（http://rnavi.ndl.go.jp/gunji/）
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このデータベースは、当館所蔵の和洋図書から、戊辰戦争から第２次世界
大戦までの、日本が関わった戦争に関係するもの（旧日本軍の戦史・部隊史
や、戦争体験記など）を選択し、本のタイトルや著者名に加えて、部隊名や
地域名などのキーワードや分類からも探せるようにしたものである。リサー
チ・ナビの開始とともに新規提供することとなった。

３．１．５　閣議決定等文献リスト及び本文
議会官庁資料室の担当分野の一つである、行政に関連したデータベースが

「閣議決定等文献リスト及び本文」である（図15）。

図15　「閣議決定等文献リスト及び本文」トップページ
（http://www.ndl.go.jp/horei_jp/kakugi/kakugi_main.htm）
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これは、当館所蔵資料に掲載されている、昭和２年から昭和��年までの閣
議決定、閣議了解を可能な限り収録したものである。閣議決定等の種別、そ
の日付、本文収載資料の書誌的事項及び収載ページと、その閣議決定等の本
文から成っている。例として、昭和２年の「重要工業助成ノ方策ニ関スル件」
の画面を見てみよう（図16、17）。

このように、その閣議決定が収録されている資料が分かるだけでなく、
Web上で本文そのものが参照できるのが最大の特徴である。（なお、当デー
タベースの今後は2�ページで後述。）

図16　「重要工業助成ノ方策ニ関スル件」─収載資料

図17　「重要工業助成ノ方策ニ関スル件」─本文
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３．２　関連リンク集
「２．資料を案内するコンテンツのご紹介」で紹介した各国や各国際機関の
ページでは、所蔵資料の紹介と共に関連するWebサイトのURLを紹介して
いる。その意味では、「政治・法律・行政」のサイト自体が一種のリンク集で
あると言えるが、所蔵資料とは別に、特定のテーマに関するリンクをまとめ
て紹介するのが、この「関連リンク集」である（図18）。

図18　「関連リンク集」トップページ
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/link.php）
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例えば、「官報／法令・判例」（図18　囲み部分 上）は、各国の官報、法令
等の情報を提供しているサイトを一覧できるリンク集である（図19）。

図19　関連リンク集─官報 / 法令検索　外国(ア－ソ)
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/link-gazette1.php）
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また、「政治・法律関係」（図18　囲み部分 下）は、この分野について調査
する場合に手掛りとなりそうなインターネット上の情報源のリンク集である
（図20）。

図20　政治・法律　関連サイト集
（http://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/link-�.php）
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３．３　調べ方案内─政治・法律・行政
リサーチ・ナビには、当館職員が日々の業務の中で蓄積した、特定テーマ
の調べものに役立つ資料や調べ方のノウハウを提供する、「調べ方案内」とい
うコンテンツがある。その中で、政治・法律・行政分野の情報源を紹介して
いるのが「調べ方案内─政治・法律・行政」である（図21）。

図21　調べ方案内─政治・法律・行政（一覧）
（http://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/theme-bunrui-1�.php）



−2�−

例えば、公務員について調べる場合に、この中の「公務員に関する統計」
が役に立つであろう。このコンテンツでは、国家公務員と地方公務員のそれ
ぞれについて、職員数、給与、災害・補償等の各項目について調べる際に有
用な資料や、インターネット上の情報を紹介している（図22）。

図22　調べ方案内─公務員に関する統計
（http://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/theme-honbun-20�11�.php）
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３．４　議会官庁資料室関連刊行物
「政治・法律・行政」のトップページの最後で紹介しているのが、「議会官
庁資料室関連刊行物」である。ここでは、『わが国が未批准の国際条約一覧
（200�年１月現在）』（調査資料　基本情報シリーズ③）をPDF形式で閲覧で
きる（図23）。

これは、国連に寄託されている多数国間条約を中心に、日本が締約国とな
っていないものをできるかぎり網羅的に集め、その内容及び関連情報をまと
めた資料である（地域協定など内容的に日本が加盟することを想定していな
いものは除く）。
日本が批准していない多数国間条約について全貌を把握することは必ずし
も容易ではないので、この資料の有用性は高いだろう。

図23　『わが国が未批准の国際条約一覧（2009年1月現在）』p.10
（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/tmp/00000��0�2001.pdf）
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４．その他の機能

その他に「政治・法律・行政」が持つ機能をいくつか案内して、結びとし
たい。

４．１　「政治・法律・行政」内の検索
「政治・法律・行政」を利用している際、画面の右の列の上部に常に「政
治・法律・行政のページ検索」という小さな窓が表示されている（図24）。
ここに関心のある単語を入力して検索すると、「政治・法律・行政」の中に
限定して、コンテンツを探すことができる。例えば「Official Record」と入力
して検索すると、国際機関のページを始めとした、この単語を含むページ名

図24　「政治・法律・行政」─「Official Record」による検索結果
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の一覧が画面中央に表示される（図24）。
なお、この窓から検索する際は、大文字・小文字、全角・半角は区別され
ることに留意いただきたい。

４．２　カテゴリ一覧
「政治・法律・行政」を利用している際、画面の右の列に常に「カテゴリ一
覧」というリストが表示されている（図25）。
これは、「政治・法律・行政」内の各ページが扱っている主題を表すもので
あり、概ねトップページの構成と対応している。例えば、「国／地域別資料紹
介」の中の「ヨーロッパ」をクリックすると、ヨーロッパ各国に関するペー
ジ名の一覧が画面に表示される（図25）。カテゴリ一覧は、地域別や機関別
にどんなページがあるか一覧したい際に便利である。

図25　カテゴリ一覧で国/地域別資料紹介のヨーロッパをクリックした結果
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５．今後の課題

「政治・法律・行政」は、リサーチ・ナビ開始まで当館ホームページ上で提
供されていたコンテンツ「日本と世界の議会・法令・官庁資料（議会官庁資
料室）」を一部修正した上でほぼそのまま移行し、その後新たなページ（主要
国の官庁のリンク集等）を追加したものである。
議会資料、法令資料、官庁資料、国際機関資料については、一次資料その
ものについてのアクセスを要求されることが多いため、「日本と世界の議
会・法令・官庁資料（議会官庁資料室）」の頃から、所管資料と、それに関連
するインターネット情報を紹介して、Web上でヴァーチャルに議会官庁資料
室を提供することに主眼を置いてきた。このため、「政治・法律・行政」は、
インターネット上で当該分野の一次情報を得る窓口として有効である半面、
リサーチ・ナビの他の分野に比べて、特定の主題についての調べ方を紹介す
るコンテンツが少ないという傾向がある。今後は、一次資料についての情報
とともに、特定主題についての「調べ方案内」に類する内容を、利用者のニ
ーズに応じて増やしていくことが課題である。
また、主要なコンテンツの一つである「閣議決定等文献リスト及び本文」
は今のところ、リサーチ・ナビのコンテンツではなく、「日本と世界の議会・
法令・官庁資料（議会官庁資料室）」のページで提供されている。これは、リ
サーチ・ナビに移行した閣議決定のデータについて、より精度が高い内容で
提供するために、再確認を現在進めているためである。平成22年度中のリサ
ーチ・ナビ上での提供開始を目標として現在、作業中である。
また、議会官庁資料室では来館利用者のために「�0分でわかる調べ方ガイ
ダンス」を実施しており、会場で配布した資料がリサーチ･ナビの「調べ方ガ
イダンス」に掲載されている。この配布資料と「政治・法律・行政」との間
でリンクを張って、情報を有効に利用できればと思う。
リサーチ・ナビシステムの特徴である、コンテンツの新規作成や既存コン
テンツの修正が比較的容易に行えるというメリットを生かして、日本の政
治・法律・行政分野に関する情報はもちろんのこと、世界各国や各国際機関
の情報についても、できるだけ迅速に、新しい内容を提供していきたいと考
えている。
* 本文の内容は、平成22年１月８日現在のものである。

（ながさき　ひろし　調査及び立法考査局議会官庁資料課）


